
( F 、

「シナリオ②部分再処理」の比較

評価の視点 前回大綱の「シナリオ②部分再処理J 前回からの情務の宜化 師拍ケース1叫 30醐』 減原子力ケース2(2030年 10GW) 

定維持 2030年以降不明

安全の確保

O安全確需の視点においてシナリオ聞の
差が生じる可能性はほとんどないと考
えてよい. (※} 
O直接処分については.シナリオ③と同
篠田考車すべき事項がある.

0福島事故を踏まえた更なる安全性向上が必要
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0前回と同様

福島事故を踏まえた安全
確慢が必要

控術的成立性

O湾処理する郁分については.シナリオ
①に同じ。(ただし、高速増殖炉核燃料|再処理桂術.不確実性信下
サイクル実用化等の研究開発は不 1 FBR;もんじゅ再起動失敗
要.) により進展は憧か
O 再処理しない部分については、お記ン|直接処分。海外実績は進
ナリオ@に同じ。 1捗、圏内知見は選択睦確保

となるほど進t惨なし

前回と同様

資調節約性且び供給安定性
(エネルギーセキュリティ)

O再処理する部分については.左記シナ
リオ①に同じ. (ただし、高速増殖炉
核燃料サイクルのメリットはない.) 
再処理しない部分については右記シ
Oナリオ喧)1=同じ.

-新興国のエネルギー開発
が加速、需要が地加
・エネルギー貰盟価格の高
機、資課確保の競争激化

既存のエネルギー基本計画(設備容量
印刷)通り建設が進んだ場合の設備容
量との差分 (68-30=38GW)の発電電力
量を置に全量王融ガス火力で代嘗した
場合、天然ガス軸入量が拍3400万t程
度増加、輸入量は拍1.5倍となる.

既存のエネルギー基本計画(設備容量
68GW)通り建設が進んだ場合の註惜容l
量との差分 (68ー10=5BGW)の発電電力
量を全量王然ガス火力で代谷した場
合、天然ガス輸入量が柏5100万t程度
地加.輸入量は柏1.7倍となる.

既存のエネルギ基本計画(註備容量
68GW)通り建設が進んだ場合の設備容
量との差分 (68-0=68(加の発電電力量
を全量天然ガス火力で代替した場合、
王然ガス輸入量が柏6000万t程度増加、
輸入量は柏1.9惜となる。

環境適合性
{循環型社会との適合性)

O再処理する部分については.左記シナ
リオ①に同じ。(ただし、高速増殖炉
核燃料サイクルのメリットはない.) 
再処理しない部分については、右記シ
ナリオ③に同じ固

前回と同様[ただし裁原子力となる己とで、部分再処理量に影響がある得合I玄、再処理量が揖る分だけ.再処理によるエネルギ セ
キュリティ上のメリットは小さ〈なる.) 
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的1! (58GW，)により最終的に発 o高レベル紋射性廃棄物の発生量は、再処理した得合、直権処分した場合に比べて体積で30......40%程度(面積では柏半分自
意生する紋射性廃棄物の体積 213程度)に抑制される.
議 I[(且び処分に要する面積J; 1 
のIi ~i一一品定)ï::踊臨材一一一版画iï:!r一一一 一 l一 一一一一一

比11 i 柏910m3(約9万m'J

Z111 | 直用時料
~I 拍2.300 ..... 3， 200m 
呈柏13...... 16万m'J
主うち憧周溝MOX時料が

ヨI! I 柏1.400--1~叩Om'
視柏8-9万m')) 
点 10高レベル曲射性廃棄物については.岩置

11ま軟さきとし、直措処分における1キャヱスタ当
りの収納集合体数については2体と4体の帽
で示した。

1 ! 10高レベル放射性E廃軽棄物について‘ガラス固I叩体柑附帥積耐耐lはまオ …クの
l処分の鳩合lは主処分周のキヤヱスタ-の体積
lから算出し‘処分に要する函積{はま専有函積で
換算した.

1 1 10使用涜MOX燃料の体積及び処分に要する
i!" 低レ刈蜘iirii"，語研↑一一一石口五百「一一一一一一一一|一一一一ー一一一一寸一羽r冊 f一一一一一一一一丁一石口君'njj---一一 一一一'一一 一一 一ー 一一

同1.5万m'J 鰯JZZi十算 思;JZ首i十算
o廃止措置に伴い発生する廃棄物を含む.

トL.___________________一一一一一一一 一一一一一一一 l一一一 一一一一i- 一一 一』 一一ー~一一一 前面ε融一ー _____1一一“ 一一 ---- 一一"

1 0使用済時料とガラス固化体が高レベル
j j 放射性廃棄物として盟在する それぞ
高レベル放射性廃棄物 | れの曲射能の潜在的な有害度はシナリ
!の放射能の組ード オ①③と閉じ

既存のエネルギー基本計画[設惜容量
臼B田GW町)i通直り建註が進んだ場合の設惜容
量との差分 (6回8一-30=3祖8G酬W)の発電電カ
量を会量5克疋然ガス火カで代替した場

1 ，__.. ..__， .. _____..._.，1 合‘ c叩02発生量は的1.3健t程度増加
lll<E， ~=ili"Ot*OJ:t I …一 !…差尚叶いL'I 温…の叫た帥め醐2琳鯵糊出「削:11 ~叫発拙生量劃カ叩年比町で柑柏制…1発蛙生す内る三噛酷化儲炭蹄索制の量 1 0 '(噛発生し凶な机恥判い刊、リ)'"-:_ ，...<-.v.....a:.，J.........1私惣品切号制詑年| 、石炭火力で代暫した場合.凹2発生

I -， .o.o~. "_'0_"_' I 量は2，3憧t程度増加 (C02発生量が
19叩年比で的21覧憎加}
上記のC02排出橿を排出権取引により
購入する場合、年間的2200......41凹億円
の追加費用が必要

o再処理する部分については.左記ンナ
リオ①に同じ. (ただし、高速増殖炉
桔燃料サイクルのメリットはない。)

! | 抱一…シナリ資覇の有効活用性 1 0オ③に同じ。
(リサイクル

ーコ:-3o1師二:定E苓亙，[;ま誕百5" “一
ガラス固化体
720m3 (①と岡山
由周溌燃料
伽3

※年間発生量lま田0'以下となる.

く15GVj一定と考えた場合〉
ガラス固化体
360m3 (①と同じ}
佳用済燃料
Om3 
※年開発生量は800t以下となる.
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前回と同線

0現在のウラン価絡の水準の下では‘直後
政処分した方が再処理するよりも棋盤料サイク
空| 桂靖性 |ルヨスト〈珪発電コスト全体の2-3割
出I (核燃料サイクルコスト) I の部分)は柏0.5-"0.7円/kWh畦い.
"-'-" -， -. 1 0政捜査更に伴う費用のうち定量化できるも

義I(数瞳は割引率2%の湯合) Iの(六ケ所再処理工犠聞連及び代替火力関
'......_._._. ~'--.-_ ___. -r. _.速の貨同)を"年間の発電量で均等化したも

比 のは拍0.9-1.5円/kWhになる.

較 I_ 一ー一 一一一一l一一一一一一 一一 一-----------1--一 一 一一一一一一+一一一一一一一一一一一"一一
描I! 約8，2円/kWh(割引率3怖)
量 I_-I-J.._... I .LiR;>;+.-JI.oI .(割引率3%/設備利用率8
を11 1 '事故コストが顕在化l=..，....L._a;;_~' r ....，..，.."''- I -，.::~::t.-:::~/~.~:=:t' 1 日明/稼働年数40年)引i原手力発電コスト | 細川 1円/k附 I (~盟副これ| コスト検問報告書案資本
復 IJ''::IiiaiiHH，'Jk:..1 費等6，8円/kWh+下記ザイウルコ
点 I スト

約1.4-1.5円/附h
iうち桔惜料サイクルコスト:'__'.'_'.".""，，m 1. 46-1， 47円/kWh(割引率3軸)l うちフロントエンド 0.63岡 田 a 

うちパψクエンド 0.77町 0.85同

ト 一一 一十一一一一 一一一一一ー一一1------------，-一一十一一一一一一一一一一一一一一 一一一一一 一一」一一 一一 一一一-

i&~"lI!~スト 六ケ吋日の建設の! っ ! っ

i一一一一 一十一 一一一|一一一一一一 ←一一一一一一一一一一一一一
参考値

i 原子力発電コスト+ I 約5，0-5.1円/kWh つ ? 
政策車更に伴う置用

} 一一一一一一斗一一 一一 一一 ~---I一一一“一 一ト一一 一一一一一←一一一一一一“一一

i政策韮更コストを計算する際

!の前提輔

し一 一一一

戸一一一一一ー | 約8，5円/kWh(割引率3軸)

約8.4円/kWh(割引率3同割引率3帖/設備利用率8
(割引率3帖/訟備利用率80同 o砧〉
コスト検証小委報告書案資本費 l コスト検註小委報告書案資本費
等6，8円/kWh+下記サイヴルコスト| 等6_8円/陥h+下記サイウルコス

l ト

1.63-1.64円/kWh(割引率3拍) 1.72円/kWh(割引率3同)
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oコストの幅は岩種の置い等によるも

i の

( 、

滅原子力ケス2 (2030年 toGW)

経済・産業への影響 車新規追加項目

既存のエネルギ基本計画(設備容量
68GWI通り建設が進んだ場合の置備容
量との差分 (68-30=3BG的の発電電力
量を慌に全量王酷ガス火力で代替した
場合.柏1.J兆円相当の国富が海外に
掃出することとなる.燃料費高睡に伴
い電気代が増加すると消費への影響.
型造業等の海外移転により、圃向の景
気が悪化する恐れがある.

既存のエネルギ基本計画(設備容量
68GW)通り建設が進んだ場合の設備容
量との差分 (68-10=58GWJの発電電力
量を全量王需ガス此力で代替した場
合、的2.6兆円相当の国富が海外に流
出することとなる白燃料費高騰に伴い
電気代が培加すると消費への能書、製
造業等の海外移転により、圏内の景気
が悪化する恐れがある。

既存のエネルギー基本計画(設備容量
68叩)通り建設が進んだ場合の設備容
量との差分 (68-0=68GWIの発電電力量
を全量天時ガス火力で代替した場合、
柏3兆円相当の国富が海外に斑出するこ
ととなる固融料費高鵬に伴い電気代が
増加すると消費への影響、製造業等の
海外移転により、圏内の景気が悪化す
る恐れがある。
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核不拡散性

政
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の
比
較

笹寅喜adE l 桂術力維持

国際貢献

中東諸国の桔兵器開発意欲
の高まりにより、核不拡散
要求向上

滋原子力により、原子力発電所新設がないので、メーカーの筏術力継符困難

本新盟追加項目

キ新規追加項目

• FBR開発時期の遜れが恕定され6ことかb、問問R耳が渥れ 国間賀闘に支輝
・国際核燃調《ンク(lAEA、IUEC)が設立される一方 我が国における f低護縮ウラン備蓄対策事業』が進められており、海外
の原子力発電所に対する燃料供給保証に舌用可能

海外の動向

O ドイツ
(19B9年に国肉再処理ヱ場の計画を放菜、圏外
再処理lま2005年7月まで実施)
Oスイス
〈圏外再処理を2澗E年末まで実施)

Oベルギー
(1974年の箇肉再処理工場の運転停止以降
1991年まで圏外再処理を実施固}

百 三干ッ
2002年の原平力法改正により.2005年7月以降再処理事業者への慣用済燃料の引置しが禁止。それ以前に英、仏にて再処理され

仏国札W処分場立地進展あ| たPUは:MOX時料として憧用。現在使用済燃料は発電所サイト向で貯蔵され、畳終処分される予定。
LJ I 0 スイス

韓国の再処理控術撞得意欲| ペースロード再処理契約で回収される向は全てPWRでMOX酷料として直問。 2叩5年新原子力法の下、 20田年7月以降、再処理が10
の高まり | 年間凍結.

葺固にてPU利用方量(余剰10ベルギー
向lま叩X利用)を公表 PWR 7基の肉、 2基でプルサーマJ'.四06年にドール3号機に装荷された削X燃料集合体が全て取り出された時点で、ベルギーの

白 ブルサーマルは終了。

-福島事故による新たな原
社会畳容性 l 十子力施設の畳容性低下
(立地困難性 対応が必要となる自治体

| トの広繊化

r------------------------------r-------------一 一一 t--------------------，一一一 一前面と商謙 一一一一日一一一
1 0不要.

i 第二再処理施設

現 1i 1 0六ケ所再処理施設の様働後、早急に1叫 o六ヶ所再処理施設の稼働後、早急叶 O六ヶ所再処理施設の韓働後、早急に
実..-...........，"".........."... トン/年程度の綾棋のMOX燃料製造 12トン/年の規模のMOX燃料製造施 39トンノ年の盟模のMOX酷料製造施
曲 MOX牒料製造施設 ! 施設が必要 詰が必要。 1 註が必要因
E l i l i l ※酬で比例計算 | ※酬で比偶計算

制

盟|ト一一 一一一一一ート一一一一一“ 一一一一一一一寸一一一一一一一一一一一| 一一一一一一一一一一一 十
五 10当面の基数については、シナリオ①に 前固と同様 i 前固と同線
~I 同じ ただし、発電総量に応じて当面の基数1 ただし、発電輯量に応じて当面の基数
長 10しかし、使用請酷料の直按処分に闘す が韮化。 (2050年度頃、中間貯麗必要'1. "'聖化。 (2050年度頃、中間貯蔵必要
il る方策及び立地活動が具体的にならな 量柏1万トン 量的2午トン)
品1! ___ _ __ いι施設が T中間J貯蔵施設に留ま
点 中間貯麗施設 l ると地元が確信しにくいため、立地は 長期的にはなL

(5000トン規模 困難になる可能性がある・ 但し短期的には対策は必要

~一一 白一一一白一一一→叶4一一一一一一戸一一一-一一一一一 一一一 一→一一一一一一一一一一一-一一一-一一-一
1 0ガラス固化休と使用済燃料の両方の処ガラス固化体と使周済燃料の両方の処分場カが守必要となる. また、 TRU廃棄鞠の処分場カが《必要@
l 分機が必要となるただし、福島事故の影響により新たな原子力施設の受容性低下.処分場 n .....u.""'.=<-''''''<>'0 
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(，1これまで国の政策に協力してきた立地地域との信頼関揮を揖なう可能性。
仙)置用語鵬料の直接処分に閲する研究開尭を開始することが必要固
(，1中間貯躍施設の立地が困難となり、中間貯躍ができなくなることにより、慣用済酷料が発電所に蓄積し‘プラントが停止する
りスクが生じる

選
択
匝
の
確
保
〔
将
来
の
不
確
実
性
へ
の
対
応
能
力
)
の
視
点

O将来において核燃料サイクルの桂術革新
が享畳できな〈なる.ただし、これを草畳す
るべく政策変更するのは、当分の聞はシナ
リオ3より容昂である。
原子力発電の規瞳が大幅に縮小する場合
O に原子力政策を変更して対応するのはシ
ナリポ①より容易である.(*1

O将来において核燃料サイクルの技術革新が享畳できなくなる個ただし、これを享受するぺ〈政策藍更するのは、当分の聞はシナリオ③より割
O易である.
O原子力発電の規模が大幅に掴，)いする場合!こ原子力政聾を蛮更して対応するのはシナリオ3より容阜である。(※)
日米原子力協定等国際的な制約から、将来において核燃料サイクルを実施できなくなる可能性がある.当分の聞はシナリオ3より容阜で
ある.

選択肢の確保
(畢軟性)
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「シナ ミE全量芭接担分』由比較

安全の確保

前回大輔の印ナ叩全量醐酎J I 前田からの輔の変化|滅原子力←ス1凹 3陣 3酬ト
0安全確保の視点においてシナリオ聞の差
が生じる可能1はほとんどないと考えて
よい.
。現時点においては、使用済燃科の直披処
分に関する設が恩の自然条件に対応した，
技術的知見の蓄1....大量のプルト三ウ|・福島本散を踏まえた安全
ム等によるアルファ舗の影響等について l 確保が必要
の技術的課題への対応が必要である.

降以格維定
評価の視点

前
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条
件
と
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て
必
要
不
可
欠
な
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前回と問機

銭術的成立性
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前回と周織
(裳が園の地質に即した後術開発が必要)

資源節約性及び供給安定性
(エネルギセキュリテイ)

発

寓
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の
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既存のエネルギ基本計画(設
備容量"開通り建段が進んだ
場合の震備容量との差分(闘-
30=38(聞の発電電力量を仮に金
量天然ガス火力で代笹した犠
合、天然ガス鎗入量が約制国万
t程度増加.輸入量I客約1.5告きと
なる.

既存のエネルギー差窓計画{設
備容量6BGW)通り建設が進んだ
場舎の設備容量との差分 (68-
10=58GW)の発電電カ量を金畳天
然ガス火力で代鎗した場合突
然ガス綿入量が豹5100万t程度
増加.輸入量Iま約1.7倍とな
る.

既存のエネルギー基本計画(設備容量
6齢制遜り建設が進んだ場合の設備容量
との差分 (6B-O=68G附の発電電力量を全
量天然ガス火力で代嘗した場合、天然ガ
ス綿入量が約6000万t程度治加、綿入量は
約1.9倍となる.

環境適合性
{循環型社会との適合性)

0シナリオ①(金量再処理}に比較して、
循環型社会の哲学との整合性は低い.

前回と同様
政
策
的

引戸聞の品鵬Em-OE23F髄惣普段て一一一一一一一一 一一一一一一一一 一一一一ー
のI!J印刷により最終的に発刊 体積で30-40覧程度{面積では約半分;''1 前回と伺織
比I!する放射性廃棄物の体積 | 日程度)に抑制される，.....'....，.~.，..n 
較!(及び処分に要する函繍J'

衝1¥rご嵩"C;{ル耐古麗重甑'-lli肩書同一ー一一引-~ 1J'̂o.IV
JO
tJllll:J1!*'I'9.I1 制醐....5.20Dml 

品約21.... 25万m'J

う 10高レベル紋射性廃棄物については、渚賀
視 1! !は軟岩とし.直接処分における1キャニスタ当
点1! 1 りの収納集合体数については2体と4体の幅
I I で示した.

10高レベル故射性廃棄物について、ガラス
圏化体の体積はオーバーパックの体摘、直
目接処分の場合は処分周のキャニスターの体
楕から算出し.処分に要する面積は尊有面
積で換算した.
0使用務MOX燃料の体積及び処分に要す
る面積は、島民紺こ同量(tHM)の使用務ウラ
ン椴料の4倍として野算した伺

約1. 5万~3
〔約1.1万m勺

。 γナリオ①{金量再処理〉の高レベル放
射性廃棄物(ガラス固化体}を基準とすi 高山放射性廃棄物 | るとJ のシナリオでの高レ叫射性
l 廃棄物{使用済燃桝)の平年後における

の放射能の潜在的な有害度 ll 放射能の潜在的な有害度は約8倍とな
る・

「“ 一 r------------------------------r----------------T 陵高五ル王土両市 ~r 説王ネルギー基本間F
備容量6BGW)返り建麗が進んi先三l 備容量6BGW)通り建径が進んだ
場舎の段備容賓との差分(68ーl 場合の訟備容量との差分〈随一i l l l ……割一間期金量天然ガス火力で代脅した楊合‘ l 然ガス火力で代替した場合.
C02発生量lま約L3鍵t程度地加1 田2発生量は約，_0億t程度地加

温暖化対策のための回2相111 田2完全量が1990年比で約11叫 (C02発生量が1990年比で約171
l どのシナリオでも.ほとんど差がないi出削滅の長期目標の羽確化l 繕加 増加}発生する二酸化炭素の畳 c;. "J，..， J "'}_':........ +'::~"'C.:æIJ""'~' t ""!-'7~~~~'!~~~~:::~ I .a~'，...，.......，.，=" I 

発生しない). 1 (1990年比で2020年までにl 、右炭火力で代笹した場合 1 .右炭火力で代鋒した対面合、
25%削誠 田2発生量は，-，億t程度増加 002発生量は，_6信t程度地加

{C02発生量が199ゆ年比で約21%1 回2発生量が1990年比で約削省
指加 増加)
上記のC02排出権を排出権限引l 上記の回2排出権を排出権取引
により賜入する繍合、年間約 によりP湾入する場合.年間約
2200-4100鎗円の追加費用が必 3400....6300億円の追加費用が必
要 l 要

一 一一一 一一 一一一十 一一一十一一一一一一______L一一一一一一」一一一一一一一一一
O資調であるウランやプルトニウムを廃棄
物として対象に処分する圃循環型社会の
理念に整合的ではない.

一一 一寸一一臨書雇存一一一一一-i一回麟綿一一一一一一一γ 一一一一一一一一一一一 一一
l 約2.000.... 2，700mJ 約1.000..... 1，3ωm' 
l ※聞で比例計算 l 潟酬で比例計算
IOri高レベル放射性廃棄物については、岩質
は歎岩とし、直簸処分における1キヤ二スタ
当りの収納集合体数については2体と4体の
領で示した.
。高レベル放射伎廃棄物について.ガラス
固化体の体積はオーバーパックの体I見直
接処分の場合は処分周のキャ=スターの体
積から算出し、処分に要する面積は専有面
積で後算した.
。使用済MOX燃料の体積及び処分に要す
る面積は、単純に同量(tH附の使用済ウラ
ン燃料の4倍として針算した"

一一一一一一←一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
|約0_8万m' 約10.4万m'
| 渓聞で比例計算 l ※酬で比例計算

一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

前回と同線

既存のエネルギー基本計画(設備容量
68GW)返り建設が進んだ場舎の段備容量
との養分(聞や=伺GW)の発電電力量を金
量天然ガス火力で代替した場合、 C02発生
置は約'.'健t程度僧加 (C02発生査が1990
年比で約2叫増加
石炭火力で代笹した場合.回2発生量は1
4.2!e:t.程度治加 (C02発生量が19叩年比で
約37覧幡加)
上記のC02排出継を緋出緯取引により餓入
する場合、年間約呼O田町7400j，e円の追加
費用が必要

資震の有効活悶性
(リサイクル)

前固と同様

0現在のウラン価格の水準の下では、直接
処分した方が再処理するよりも核燃料サイ

酌! 経済性 | ルコスト{注:発電コスト全体の2-3割
量核燃糾サイクルコスト の部分}は約0.5....0.7門/kWh低仇
鮒 敏策変更に伴う糞伺のうち定畳化できる
蚕1 (数値は割引事仰の場合) 1もの(六ヶ所再処理工場関連及び代替火力
盤 遣の費問}を四年聞の発電量で均等化し

函| 刊に“一
比 1，“一一一一一一一一一一一一+一一一一 ーー“一一一 ーーー一一一 一ふーー一 一----
絞
衡il ・事故コストが顕在化

~I ! 原子力量電コスト l 柏4_5-4. 7円/k附 1 (運転中コストはこれ
行 1! から議論予定)
う

視 L_一一一--'---一一 ----'一一一一一『一一一 一一“一-------+ーー一一 一一---~
点

柏O.9-L1円/kWh 1 -

i うち核燃料サイクルコスト | うちフロントエンド岬1門
うち←タエシド 0.31句 0.46門

ト一 一一 一十一 一『“一一一一一--1 一一

約O.g-1.5円/kWh
;u，.""''''''il'i.....， L 六ケ所再処理工繍の建設畑

j 政策変Eコスト | 六ヶ所再処理関連分制 2剛附 | 進展

・代替火力関連分 約0.7.....1.3門/kWh

トー “一 ー十 “一 『一一一 一一一+一一一一一一一一一
参考値

l 原子力発電コスト+ 約5.4-6_2剛 Wh
! 政範変更に伴う費用 | 

γ 一一 一一|百時間帯苦課題E"CてI王宮腕. .-t-----------一一一
との信頼騎係を鍋なう可能性など様々な
項目が存在するが‘ Zこでは、一定の仮
定の基に定量化が可能なものについて算
定結果を求めた.

! わ政策変Eにより原子力発電所が停止する
釜然性こついては猪定的なことは言えな

1..___-_ . _..__._ 1 いが、代曾火力発電闘閣のコスト算定の
|政策重Eコストを計算する際| 蜘政策変更蜘運転再開醐は.①
iの前提容項 iois年、申2四年とした.これは再処

翠を前提にしない中間貯蔵施設の立地や
サイト内貯蔵容量の大幅増といった対策

~---醐脚l 理解を得て実混できると仮定しておいた
l ものである.

一一-1z-LY一 一

約，.円IkWh【割引率""
(割引率3%/盤備利用率80%/縁側年敏40年}

コスト倹E小委報告書案

1.00-1.02円J同叫割引率3%'

約，-，阿IkWh(割引率3%)
〈割引率3%/段備利用~80%/線側年数40年}

ヨスト検証小委報告書案



経S年産業への影響 *新続追加項目

既存のエネルギー基本計函(設
備容量6861'1)通り建設が進んだ
場合の設備容量との差分 (68
30=38G附の発電電力震を仮に全
量天然ガス火力で代笹した場
合、約1.7兆円相当の国富が海
外に流出することとなる。燃料
費高騰に伴い電気代が地加する
と消費への影響‘製造業等の海
外移転により 国内の景気が悪
化する恐れがある.

剛一
綜
守
司
間
一ス

-一昨
一
吋
ザ
諮
問
問
探
同

一
冊
一
計
が
分
を
場
計
料
る
混
悪

一
滅
一
本
設
差
量
た
崎
燃
す
の
が

一
一
基
建
の
カ
し
訂

g

加
等
気

(U
語一一一一一議
ι

Z
M
開
設
的
火
材
己
電
響
、
あ

の
量
の
凶
ス
wu
る
い
影
り
が

存
容
合
唱
ガ
阿
す
伴
の
よ
れ

既
備
湯
川
然

2
出
に
へ
に
恐

既存のエネルギー基本計画〈設備容量
6861'1)通り建設が進んだ場舎の設備容量
との差分 (68-0=686附の発電電力量を全
量天然ガス火力で代替した場合約3兆円
相当の国富が海外に続出する己ととな
るa 燃料費高騰に伴い電気代が増加する
と消費への影響、製造業等の海外移転に
より、圏内の景気が悪化する恐れがあ
る.

従業員数(地元)

その他

0使用務燃料の直篠処分場は適切な係団結
置及び織物質防護により核不鉱散性を高
〈維持することは可能と考えられる.
ただし、処分後数百年から数万年にわた
O り転用誘引度が継続するので、この間の
侵入活動に濁するモ=タリングや物細防
磁の効率的かつ効果的で国際的に合意で
きる手段の開発と実施が必須. (※〉

核不拡散性

政
策
的

意議

の

比較衝

:1 続術力維持

行宮うi 
国際貢献

中東諸国の核兵器開発意欲
の高まりにより、核不紘散
要求向上

前回と同様

滅原子力により、原子力発電所新設がないので、メーカーの筏怖力唯持困斑

本新規追加項目

本新線追加項目

• F田研究開発は取りやめ.あるいは返品が想定され、回厳責苦ま江ご主陣f
・国際核燃料パンク (IA日.IUEC)が緩立される一方、表が固における「低翠縞ウラン備蓄対策事業」が進められ
ており、海外の原子力発電所に対する燃料晴給保!;!に活用可能

海外の動向

。米毘{ただしーユッカマウンテンの"訟は、使
用済燃料の再取り出し可能】
0綿司
Oカナダ
0スウエデン
Oフィンランド

-フィンランド
直接処分の処分漏をオルキルオトに決定し 建設中.
E スウェーデン

隣国の再処理銭術獲得意欲l使用済燃料lま回収可能な形で直接処分.最終処分場の建設予定地としてフオルスマルクを選定.
の寓まり 卜韓国

使用茨燃料Iまサイト肉で貯蔵されているが、高i患炉の実用化と、乾式再処理による核燃料サイクル綿築を目指し研女
中.

領島事故による新たな原
社会受容性 子力勉設の受容性低下
(立地困難性 対応が必要となる自治体

の広様化

j |0不要l ただし、六ヶ所再処理U施設の綴止措置あ
第ニ再処理箆設 | るいは転用が必要~~:æ.ßI!IwtVJJn，IL.1"I!iUY.'I 前固と同様

10不要.

現 MOX燃料製造施設 前回と同様
実 I! 
的

訓i一一一____________-1-___________________________________________________4 一一一一一一一 一一 一一一一一

約Ii 10原子力発電所の運転を継続するために 10原子力発電所の運転を継続するためには、極めて近い将来に中間貯蔵施訟が必要になる可能性がある. さらに.
普1i は、纏めて近い将来に中間貯蔵施設が必 2050年度頃までに順次9.....12か所が必要. (約5年ごとにT箇所の中間貯蔵総設が必要となる。)
年 Ii 憂になる可能性がある. さらに、 2050年 10また.使用済燃料の芭後処分に閲する方策及び立地活動が具体的にならないと.施訟が「中間』貯蔵施設に留まる
?と 度頃までに順次9~12か所が必要. (約51 と地元が確信しに〈いため‘立地は閤離になる可能性がある.
守 年ごとに1箇所の中間貯餓路軍が必要と 10更に、徳島事故の影響により‘新たな原子力施設の受容性低下図
書1i 中間貯蔵醐 | なる.) 
点 (5000トン規模) I 社、使用済燃料の直接処分に関する方

10策及び立地活動が具体的にならないと、
勉設が r中間」貯蔵施設に留まると地元
が確信しに〈いため、立地は困難になる
可能性がある.

。使用済燃料の直授処分に関する十分な知 10使用済燃料の直銭処分に関する+分な知見が得られるまでは直接処分場の本格的な立地活動開始は困難.
毘が得られるまでは、直接処分場の本格 10ガラス固化体と使用済燃斜の両方の処分場が必要となる. また、 TRU廃棄物の処分場が必要.
的な立地活動開始は困鎚。 1Oi!!に、福島事故の影響により新たな原子力艦設の受容性低下.

現
実
的
な
制
約
条
件
と
な
る
視
点

(.)これまで国の政策に協力してきた立地地
様との信頼関係を績なう可能性.
。b)早急に使用済燃料の直接処分に関する研
筑開発を開始することが必要.
(，)構外からの返還廃棄物の受入が滞って行
き繍を失ラ可能性.
叫原子カ発電所から六ヶ所再処理施設への
使用済燃料の搬出ができなくなり、順次
原子カ発電所が停止する可能性.

(.)これまで固の政策に協力してきた立地地域との信頼関係を禄なう可能性。
|刷早急に使用務燃料の直後処分に閲する耐開発を開始することが必要。
(，)中周貯蔵施晶の立地が困難となり 中間貯蔵ができな〈なることにより、使用済燃料が発電所に蓄積し、プラント
が停止するリスクが生じる.
(d)海外からの返還廃棄物の受入が完寄って行き場を失う可能性.
原子力発電閣から六ヶ所再処理経設への使用済傑料の織出ができな〈なり、順次原子力発電所が停止する可能性.

(，)本項目のうち、一定の仮定の基l二定量化が可能なものを算定したところ、六ヶ所再処理関連分が約0.2円/kWh、代
替火力関連分。 7~ 1.3円/kWhとなった.合計約0.9.....1.5円/附百。

政策変更に伴う課題

本項目のうち 一定の仮定の基に定量化 1(1)これまでの民澗事業者の筏燃科サイクルへの投資等の経務的領夫への対応が必要ー
が可能なものを算定したところ、六ヶ所 i
再処理問団分が約0.2円刈蜘 代替火力関1S Fの醤積によるプラント
速}，)-o.7.....1. 3同/kWhとなった.合計約0.91 停止リスク
-1.5同/kWh.

(，)これまでの民間事業者の核燃料サイクル
への投資等の経済的鍋失への対応が必
要。

選
択
肢
の
確
保
〔
将
来
の
不
確
実
性
へ
の
対
応
能
力
)
の
観
点

0核燃料サイクルの技術革新は享受できな
い.これを享受するベ〈政策変更するのはシ
ナリオ申や~より困難である.(渓}
原子力発電の規模が大幅に縮小する場合
01こ原子力政障を変Eして対応する必要はな

。綾燃料サイクルの技術革新は享受できない.これを享受するペ〈政策変更するのはシナリオ包や申より困難である.(※} 
0原子力発電の規模が大績に縮小する場合に原子力政策を変更して対応する必要はない.
。日米原子力協定等国際的な制約から将来において核燃料サイクルを実施できなくなる可能性が高い.

選択肢の確保
(柔軟性)



『シ(ナ④当面貯蔵」由比較

前回大蜘「シナリオ@当面貯蔵JI 前回か吋蜘変化 |醐予カ←ス 1，即時 3酬ト

〆'ーー、、

評価の観点 議原子力ケース2ロ030年 10GW) 
定維持 2030年以降不明

安全の確保

0安全確保の視点においてシナリ
オ聞の差が生じる可能性はほと
んどないと考えてよい.
O宣彼処分を選択する場合には、
シナリオ@と同様の考慮すべき
事項がある.

前回と同様
(福島事故を踏まえた安全確保が必要〉

前
鑓
条
件
と
し
て
必
要
不
可
欠
な
観
点

-福島事故を踏まえた安全
確保が必要
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置存のエネルギー基本計画{陸
備容量6制的通り建設が進んだ
場合の段備容量との差分 (68-
30=38G附の発電電力量を仮に全
量天然ガス火力で代替した場
合.天然ガス鎗入量が約3400万t
程度壇加.輸入量は約1.5倍とな
る.

既存のエネルギー基本計画(猿
備容量68G郎通り建肢が進んだ
場舎の設備容量との差分'"
10=58GWlの発電電力量を金量天
然ガス火力で代替した場合.天
然ガス輸入量が約51田万t程度治
加、鎗入量は約1.7倍となる.

既存のエネルギー基本計画(般
備容量"醐)通り建設が進んだ
場合の段備容量との差分'"
0=6800の発電電力量を全量天
然ガス火カで代替した繍合、天
然ガス輸入量が約印凹万t程度
増加.輸入畳は約1.9倍とな
る.

環浅迎合性
(循環裂社会との適合性)
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経涜性
(核燃料サイクルコスト)

(数値は割引率2%の場合)
政

策 l"'-一』 白一一ー一 ---(一一一 一一"一一一一一 一一一目守一一一一一一一一一 一--1"一一一“一一一一一一 一一一ーマ一一一ーー一一一一←一一一一一 凶

的II 約7.9円川(割引率3同) 制0円川棚町)~I一一清一打開(割京事

室11 rs.z-h&MIi'...，"7 1.. 卜主主コストが顕在化1 32芳首42TTE剤課ち需拡FTEF率叶 (割引率ぷラ設晴利用車I ! 原子力尭電コスト | 約4.7-4.8円川 ド酷中コストはこれ| コスト検証小書報告錯書案引lコス柑ト晴検証⑮削蜘小Jれ、書4品告書鶴案iI:I a。帖ンγ柑〆
絞引Ii I ilら議論予定船 貰本費等6日B円町Ik酬W附h+下記サ 本置等嗣6.8胴円A附+下記サイ什| コスト噌検証劃11小l、量報告書案
I i イクルコスト 1 ウルコスト | 貰本費等6.8円A附+下記
引:ト一 一一一一一一1'-卜卜一一一一 一一 十一一一一 1-1.;可14石コ茄而元扇恥一踊凶!ト一一一一一一」 一4 空山」但回込弘ι 
号1! 3判1.16-1.17円IkWh(割引率3同)
つ "'-'"'1 1~1 ?m/t-¥lJh 2030年以降一定割合が維持 2030年以降一定割合が維持さ
自I: うち筏燃料サイクルコスト | うち釦シJ乙l僻 kWh されるのであれば、中間貯| れるのであれば、中間貯蔵、 | 日制 19円川(割引串

-J ':>f!'l.~'t.l'f't'J '1 '/'V--'̂  r I___~i;.竺::J::'-t-:' ;0山間 十一一 | 蔵、廃棄物附!こ何かし叶ー廃棄物処分に何かしら方針がl M)  

方針が必要であり、当面貯| 必要であり、当面貯蔵オブショ

i一 一 一l 一 一上一 一|蔵オブシ三…要ン竺一、二il、。 l

i 政策変亘コスト 六ケ所持処理工場の逮置のl
~~"........-_.. 進展 目

「 (参考値，~.--..-.--t-.-...-.-----.......-----.-t---.......----.t-.---.-.-.-.---.-....----t.-

i 原子力発電コスト+ I 約5ト 6.3円川Ih I ? 
i 政健変更に伴う費用
i 一一一 司十一 一一一 ー一一一一 一一一一一一一一一一一一 一」一 一一一一一一L-

10 政策変更に伴う課題として，..
立地地場との信頼関係を鍋なう
可能性など様々な項目が存在す
るが.ここでは、一定の仮定の
10 基に定量化が可能なものについ
て算定結果を求めた。

政旋変更により原子力発電所が
|政策変更コストを計算する際 l 停止する蓋然性については確定
lの前提事項 的なことは雷えないが、代脅火

1 力発電関連のコスト算定の際の
政策変更後の運転再開時期は.
<D2015年申2020年とした.こ
れは、再処理を前提にしない中
間貯蔵施訟の立地やサイト肉貯
l 麓容量の大幅増といった対策が
これだけの時間をかければ立地
地繊の理解を得て実現できると

し一一 一 .J...._仮定しておいたものである




